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全日本年金者組合中央本部
年 金 相 談　室

＊　後期高齢者医療制度をただちに廃止せよ、安心できる医療制度をつくれ

＊　国は、「宙に浮いた・消えた年金記録で一人の被害者も出さない」という約束を最後まで守れ
＊　当面　加入期間１０年で年金を支給せよ
· 全額国庫負担による最低保障年金制度をつくれ
８億５千万件の紙台帳の年金記録・すべて照合へ・社会保険庁新たな方針発表！
７月１７日、社会保険庁は「10年・２,０００億円掛けて、紙台帳のままの８億５千万件の年金記録と

コンピューター上の記録をすべて照合する」と発表しました。
「８億５千万件の紙台帳のままの全記録を照合する」ことは膨大な作業量となりますが、「宙に浮い

た・消えた」年金記録を探すうえで必要な作業ではあります。　

1 年金記録問題の長期化

長期化は予想されていたことではありますが、国がはっきり認めました。

2 この作業をやる体制が必要

現在、社会保険事務所は大混雑し、年金記録の回答はおくれ、記録がみつかっても差額の支払

いには半年以上かかるという異常事態、社会保険事務所では、職員は残業に次ぐ残業で疲れ切り、

退職者・病人続出、欠員の補充はないまま放置されています。

現状の早期解決と、新たな状況（１０年・２,０００億円掛けて・・）に対応する体制が必要です。

この体制をつくることは国の責任です。

➂社会保険庁解体に反対します
社会保険庁を解体し新たにできる「日本年金機構」は、専門的な知識を持つ職員を減らし、外部

委託の多い組織として計画されています。

専門的な知識の必要な「宙に浮いた・消えた年金記録」問題に、外部委託で対応できるとは思え

ません。これでは国は、年金記録問題の解決に誠意をしめしているとはいえません。

年金相談室ではアンケートを実施します、全都道府県委員長あてにアンケート用紙を発送しました

０８年１０月末までには、すべての受給者・加入者１億人が「ねんきん特別便」を受け取ります。

年金相談室では、「10年・２０年掛かっても１人の被害者も出さない」ためにたたかう展望のもとに

年金相談体制の一層の確立・充実のためのアンケートを実施します。

　８月１２日、全都道府県委員長あてにアンケート用紙を発送いたしましたが、質問にお答えいただ

くとともに、自由にご意見をお聞かせいただく欄を設けました。

内容についてのお問い合わせは、年金相談室・阿久津までお願いします。
年金相談　Ｑ＆Ａ
Ｑ，物価が上がっていますが、年金は上がらないのですか。

Ａ， 物価が上がっても、年金は上がらないという仕組みがあります。当面次の４点を指摘します。

　①　過去に物価が下がったときに、景気対策として３年間年金を下げなかった分が１,７％。

今後物価が上がったときに１．７％を相殺し終わるまで、年金は上げない。

②　物価が上がっても、賃金が上がらないときには年金も上げない。

➂ 全国消費者物価指数の決め方に問題がある。生鮮食料品など生活必需品に限定して算定

した消費者物価指数が必要である。

④　マクロ経済スライドによる長期にわたる年金の実質的な価値の切り下げ。

　　（マクロ経済スライドはまだ発動されていないが、受給者を苦しめる認め難い制度）

＊世論調査では、最近の物価の上昇から、生活に不安を覚える国民が増え続けています。

このままでは年金の実質的な価値は下がり続け、年金受給者の不安はますばかりです。

Ｑ，記録もれが見つかり、年金額が増えることになり、支払いは半年先以上といわれましたが？

Ａ，記録もれが見つかるまでに数ヶ月かかり、さらに支払いに半年以上待ち、さらに５年以上さか

のぼる場合には２回払いという現状は、早急に解決を要求していく必要があります。

Ｑ，見習い期間が厚生年金に加入していないことになっている。納得できない
Ｑ，賃金（標準報酬月額）が社会保険事務所の記録では低くなっている、訂正させたい

Ｑ，同じ会社に7年いた。間の2年が抜けて厚生年金に加入していないことになっている

Ａ，以上のようなケースについては、かなり該当者がいると思われます。社会保険事務所に申し出

ても認めてもらえなかったと諦めてしまわないことです。第三者委員会に申し出てください。

　第三者委員会に対し何を主張するか、年金相談室でも相談をお受けします。

Ｑ，第三者委員会で認めてもらえなかったのですが、どうしたらよいでしょうか

Ａ，新しく証拠になるような物・人が見つかれば、再度第三者委員会に申し出ましょう。

「年金記録問題は国の責任である」と心に刻み込んで、あきらめないで行動してください。

これからの第三者委員会の役割は重要であり、年金相談室は、注目し続けたいと思います。
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

その他、ご意見として、天引きの仕組みへの怒り、現行年金制度の改善の要望など寄せられて

います。今後に役立てさせていただきます。

年金相談室では、組合員はもちろん、組合員以外の方からの年金相談・質問・意見を歓迎して

お答えしています。

全県に県本部があり、支部があり、さらに中央本部がありますのでご相談ください。
全日本年金者組合中央本部・年金相談室から

＊　年金相談日は、毎週、火曜日と木曜日、午前１１時から午後４時まで

電話・ＦＡＸ・手紙・メールなどで、相談・意見・質問なんでもお寄せください。

電話：０３－５９７８－２７５１　　ＦＡＸ：０３－５９７８－２７７７
E-mail/aae41550@pop21.odn.ne.jp
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